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仙台市フレイル予防応援教室事業委託事業者募集要領 

 

１ 募集の趣旨 

 仙台市一般介護予防事業におけるフレイル予防応援教室事業の業務を効率的かつ効果的に実施するため、

単に「価格」による競争ではなく、フレイル予防応援教室の役割への理解、専門的な技術や知識、経験等

を評価する必要があるため、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の 2第 1項第 2号の規

定に基づき、公募を行う。 

  

２ 委託業務概要 

（１）委託業務内容   

ア「仙台市フレイル予防応援教室（通所型）業務委託実施仕様書」参照 

イ「仙台市フレイル予防応援教室（出張型）業務委託実施仕様書」参照 

（２）委託契約期間  令和６年７月１日から令和７年３月 31日まで 

 

３ 募集事業所数 

（１）フレイル予防応援教室（通所型） 全市で 19事業所（※１） 

（２）フレイル予防応援教室（出張型） 全市で１事業所（※２） 

（※１）各区における委託予定事業所数（事業所の所在地）は以下のとおり 

    青葉区５事業所、宮城野区３事業所、若林区３事業所、太白区４事業所、泉区４事業所程度 

を想定 

    同一法人が複数事業所において応募する場合には、実施事業所ごとに応募を受け付ける。 

（※２）茂庭地域包括支援センター圏域内（主な担当学区は茂庭台中、生出中）で実施する。 

     

４ 応募資格 

（１）法人であること（法人格を有していること） 

   複数の法人により構成されたグループによる応募は認めない。 

（２）法人又はその代表者が次の者に該当しないこと 

  ・法律行為を行う能力を有しない者 

  ・破産者で復権を得ない者 

  ・地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4第 2項（同項を準用する場合を含む）の

規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されている者 

  ・地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 92 条の 2、第 142 条（同条を準用する場合を含む。）又は

第 180 条の 5第 6項の規定に抵触することとなる者 

  ・会社更生法（平成 14年法律第 154 号）及び民事再生法（平成 11年法律第 225 号）等による手続き

をしている法人 

  ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2 号に掲げる

暴力団及びそれらの利益となる活動を行う法人 

  ・本市におけるフレイル予防応援教室の実施事業者選定の手続きにおいて、その公正な手続きを妨げ
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た者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正に利益を得るために連合した者 

  ・法人市民税（仙台市）並びに消費税及び地方消費税を滞納している者 

    ※関係法令は p.7【参考】「応募事業者の参加資格」関係法令を参照 

（３）事業を実施する建物に係る所有権、賃借権その他の使用権原（予約によるものを含む。）を有して

いることが前提であり、応募者が当該使用権原を有していない場合は、設備に関する基準を満たさ

ないものとする。 

 

５ 人員基準・設備基準 

「仙台市フレイル予防応援教室（通所型）業務委託実施仕様書」参照 

   「仙台市フレイル予防応援教室（出張型）業務委託実施仕様書」参照 

 

６ 審査方法 

（１）審査の内容・配点 

（２）審査基準に基づき評価を行う。なお、選定にあたっては、①得点、②同一及び近隣圏域内に

おける委託予定事業者数の状況を踏まえて総合的に判断する。 

   書類審査を実施した結果、一定の合格基準に達しない場合は、上位評価事業者であっても委託予定

事業者として選定しない。また、応募事業所数が募集事業所数に達しない状況であっても、同様の扱

いとする。 

（２）審査基準 

   審査にあたっては、以下の審査基準を基にフレイル予防応援教室を運営する能力を総合的に評価す

る。なお、総合評価の判断基準として点数制を採用する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 応募方法 

（１）提出期間 令和６年４月１日（月）から４月 23 日（火）午後５時まで（必着） 

（２）提 出 先 仙台市役所 健康福祉局 保険高齢部 地域包括ケア推進課 

審査 内容 配点 

書 類 審 査 
応募書類から事業者の状況、実施体制、及び本サー

ビス提供に当たっての基本方針等について審査 
100 

ア 事業所の状況及び実施体制（30点） 

  応募事業者における事業実績、実施施設の設備、個人情報管理、安全管理、財務状況、職員の

資質向上、職員体制、見積りの妥当性について審査を行う。 

イ 基本方針等（20点） 

  フレイル改善に向けた取り組み、フレイル予防応援教室の運営にあたっての考え方、地域包括

支援センターとの連携、参加者のセルフケア定着を図るための支援方法についての審査を行う。 

ウ プログラム内容等（50点） 

  具体的なプログラム内容、担当者の資格及び実務経験、セルフケア支援の具体な内容、参加者

が回復した機能を維持するための支援、地域の通いの場やインフォーマルサービス把握のための

取り組みについて審査を行う。 
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          仙台市青葉区国分町三丁目７-１（仙台市役所本庁舎６階） 

（３）提出方法 持参（開庁時間内のみ）、または郵送のいずれかの方法により提出すること。なお、郵

送の場合、信書を送付できること、配達状況の追跡が可能であること、郵便受け配達で

はなく対面配達であることの 3点を満たすサービスを利用すること。また、上記提出期

間内に提出先へ到達するよう留意すること。 

（４）提出書類 「仙台市フレイル予防応援教室（通所型）（出張型）事業委託事業者応募書類」参照 

（５）留意事項 応募に当たっては２（１）で示すいずれかの事業、もしくはその両方を選択して申込み

を行うこと。 

 

８ 選定結果の通知等 

審査結果については応募事業者全てに通知を郵送する。発表後 5日経っても届かない場合は事務局に

照会すること。 

  応募資格を満たしていない場合又は応募書類等の提出書類の記載事項に事実と異なる記載があった場 

合には、審査に合格したとしても委託予定事業者の資格を失うことがある。 

 

９ 開示請求の受付 

  応募事業者は自らの選考結果について、事務局に対して口頭で開示請求することができる。 

（１）開示内容 応募事業者自らの総合得点及び順位 

（２）開示期間 令和６年５月 17日（金）から５月 24日（金）午後５時まで 

（３）申込方法 開示請求を行う事業者が、当該事業者の職員であることを証明するもの（職員証等）

を持参の上、開庁時間内に事務局へ口頭により申し出ること。 

 

10 契約 

（１）委託予定事業者となった者とは、令和６年７月１日までに業務委託契約を締結する。 

（２）委託予定事業者は、「情報システム処理に伴う個人情報に係る外部委託に関するガイドライン」に

基づき、個人情報の管理について必要な研修を受講するとともに、内部手続に協力すること。 

（３）仕様書に定めのない事項、もしくは仕様書について解釈上疑義の生じる事項がある場合は、本市と

協議の上、実施すること。 

 

11 業務委託料 

 （１）委託料の見積上限金額 

委託料については、見積額の上限を設定する。契約期間内（令和６年７月１日～令和７年３月 31日）

の上限額は以下のとおりとする。応募事業者は必要額を算定し、見積書を本市に応募書類として提出

する。契約締結後は、見積金額に準じた委託料を本市より支出する。 

※見積金額は、教室 1回及びプログラム実施に要する人件費・教室運営費等を換算すること。 

発 表 日 時 通知・公表 

フレイル予防応援教室

（通所型）（出張型） 
書類審査 令和６年５月 17日（金） 文書にて通知、HP公表 
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※見積りにあたっては見積上限以下となるようにすること。 

※上限額は以下のとおり。 

ア 「フレイル予防応援教室(通所型)」…最大 1,320 千円（税込み） 

（消費税込み、契約期間内に最大実施回数分事業を実施した場合）  

内訳 ※全て税込み 

〇教室開催費用（１回あたり） 

     【月利用者数】１～５人(定額)             22,500 円（上限） 

            ６～10人（1人増えるごとに加算）    2,500 円（上限）※1人分の加算 

     〇口腔プログラム実施分（１回あたり）         10,000 円（上限） 

     〇栄養プログラム実施分（１回あたり）         10,000 円（上限）        

イ 「フレイル予防応援教室（出張型）」…最大 1,500 千円（税込み） 

（消費税込み、契約期間内に最大実施回数分事業を実施した場合）  

内訳 ※全て税込み 

〇教室開催費用（１回あたり）※出張に伴う会場使用料含む 

     【月利用者数】１～５人（定額）            27,500 円（上限） 

            ６～10 人（1 人増えるごとに加算）    2,500 円（上限）※1 人分の加算     

〇口腔プログラム実施分（１回あたり）         10,000 円（上限） 

     〇栄養プログラム実施分（１回あたり）         10,000 円（上限）   

 

（２）委託料に含まれるもの 

   ア フレイル予防応援教室(通所型) 

人件費、事務運営費（備品費、消耗品費、保険料、通信費、光熱水道費等教室運営にかかるも

の）、消費税及び地方消費税 

    イ フレイル予防応援教室（出張型） 

人件費、事務運営費（備品費、消耗品費、保険料、通信費、光熱水道費、会場使用料、出張費

等教室運営にかかるもの）、消費税及び地方消費税  

     

（３）留意事項 

ア 教室開催費について 

教室開催費のなかの事務運営費にあたる部分は、本事業に係る事務運営費相当分の費用として支出

する。そのため、本事業の実施に関わらない他の事業に必要な物品を購入するため等の目的で活用す

ることを認めない。 

   イ 出張型の会場使用料について 

   出張型は、茂庭地域包括支援センター圏域内の市民センターやコミュニティーセンターでの開催 

を検討している。具体的な場所は、茂庭地域包括支援センター、本市と協議のうえ決定する。 

     

12 留意事項 

（１）企画提案書等の作成経費や旅費等の必要経費は応募者の負担とする。 



5 

 

（２）審査を行う構成員、応募状況についての質問は一切受け付けない。 

（３）提出された応募書類は返却しない。 

（４）応募書類提出後、応募を取り下げる場合は、速やかに事務局まで報告すること。なお、取り下げに

より不利益な取り扱いは行わない。 

 

13 質問書の受付 

 本募集要領、仕様書及び応募書類の内容に不明な点がある場合は、事務局へ質問書を提出することによ

り確認することができる。 

（１）提出期間 令和６年３月 28日（木）から４月５日（金）午後５時まで（必着） 

（２）提 出 先 仙台市役所 健康福祉局 保険高齢部 地域包括ケア推進課 

         FAX  022-214-8980  E-Mail fuk005140@city.sendai.jp 

（３）提出方法 質問書（様式第 13号）を用いて FAX または電子メールのいずれかの方法により提出す

ること。送信後に必ず地域包括ケア推進課あてに電話で確認を行うこと。 

（４）回答方法 令和６年４月 12日（金）以降に本市ホームページに質問内容への回答を公表する。 

（５）留意事項 電話等による質問は一切受け付けない。 

 

14 応募希望事業者向け説明会 

 公募に関する説明会を以下のとおり開催する。 

 説明会への参加は必須ではないが、応募を検討している場合は出来るだけ参加をすること。なお、説明

会への参加の有無は、公募における審査・採点に一切影響しない。 

開催日時 
令和６年３月 28日（木）午後３時 30分～５時 

（受付：午後３時～３時 30分） 

会場 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 仙台市役所本庁舎２階会議室  

参加申込み 

①参加にあたっては、電子申請システムにて事前申込み（リンク先はホームページ上に

公開）とし、電子申請システムの利用が難しい場合に限り、メールで申込みを受け付け

る。（この場合は送信後に必ず地域包括ケア推進課あてに電話で確認を行うこと） 

②申込みの期間は、令和６年３月 27日（水）午前 12時まで 

その他 

①説明会参加者は各法人原則２名までとする。 

②説明会において資料は配付しないため、事前にホームページから資料１～３を印刷

し、当日持参すること。 

③当日は駐車場がないため来場には公共交通機関を利用すること。 

④当日、公募の内容等についての質問は受け付けない。 

（質問方法は、「13質問書の受付」参照） 
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15 全体スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集要領等の公表（※） 公  表 令和６年３月 15日（金）頃 

応募希望事業者向け説明会 
日  時 令和６年３月 28日（木） 

場  所 仙台市役所本庁舎２階会議室  

募集要領等に対する 

質問受付期間及び回答日 

質問期間 令和６年３月 28日（木）から同年４月５日（金） 

回 答 日 令和６年４月 12日（金） 

応募書類受付期間 受付期間 令和６年４月１日（月）から同年４月 23日（火） 

審査結果の通知、公表（※） 通知・公表 令和６年５月 17日（金） 

受託事業者説明会 日  時 令和６年５月 24日（金）オンワード樫山 10階 

（※）募集要領等及び委託事業者の公表は、本市ホームページにて行う。 
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【参考】「応募事業者の参加資格」関係法令 

地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号） 

第 167 条の 4 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認めら

れるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その

者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に

関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しく

は不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を

妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基

づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結

又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

第 92 条の 2 普通地方公共団体の議会の議員は、当該普通地方公共団体に対し請負をする者及びその支配

人又は主として同一の行為をする法人の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれら

に準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。 

第 142 条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体に対し請負をする者及びその支配人又は主と

して同一の行為をする法人（当該普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるものを除く。）の

無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人たるこ

とができない。 

第 180 条の 5 

６ 普通地方公共団体の委員会の委員（教育委員会にあつては、教育長及び委員）又は委員は、当該普通

地方公共団体に対しその職務に関し請負をする者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人

（当該普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるものを除く。）の無限責任社員、取締役、執

行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号） 

第 2条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不

法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 
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●  ●  ●  ●  ●  ●  ≪事務局案内図≫ ●  ●  ●  ●  ●  ● 

 ○公共交通機関にて来所する場合 

  地下鉄南北線「勾当台公園駅」で下車、北１出口から徒歩約１分 

 ○自動車にて来所する場合  

※応募希望事業者向け説明会の際は利用できない。応募書類持参の際のみ 

  ・仙台市役所本庁舎建替えに伴う工事により敷地内駐車場が利用できないため、自動車で来庁される 

   場合は仙台市勾当台公園地下駐車場または仙台市二日町駐車場を利用すること。ただし、駐車場 

は市役所来庁者以外の方も利用し大変混雑するため、利用の際には時間に余裕をもって来庁するこ 

と。 

  ・市役所（分庁舎・仮庁舎を含む）、青葉区役所の用務先で駐車券に来庁確認の手続きを行い、その後 

下記の窓口にて無料処理を受けることで勾当台公園地下駐車場・二日町駐車場の駐車料金が 90分 

まで無料。事務局にて押印するため駐車券を必ず持参すること。 

（窓口：本庁舎 1階総合案内、本庁舎 1階守衛室、本庁舎 7階議会受付、北庁舎 1階警備員室、上

杉分庁舎 1階守衛室、青葉区役所 1階総合案内、青葉区役所 1階守衛室） 

【仙台市役所本庁舎のご案内】 

 

○仙台市役所本庁舎 正面玄関は、現在庁舎建替え工事中のため、使用不可。北側玄関または東側玄関のみ入

庁可能。 

 

 

 

 

事務局（問合せ先） 

仙台市健康福祉局保険高齢部地域包括ケア推進課  

〒980-8671 仙台市青葉区国分町三丁目 7－1（仙台市役所本庁舎 6階） 

電話 022-214-8317（直通） FAX 022-214-8980 

E-Mail fuk005140@city.sendai.jp 

正面玄関 

（工事中） 

北側玄関 

東側玄関 


